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( ) , kk k f sl π =              ( 1 )  
と定義する。ここで、 
k π ：区画 k における小売業のサービス水準 
k l ：区画 k における小売業の従業者数 
K s ：区画 k における小売業の売場面積 
である。 
  実際の販売額 kk pQ（ k p は価格、 k Q は販売量）は、各地区（地点）k における需要特性に(1)
式で表されるサービス水準が加味されて実現するものであると考える。そこで、
D
k Q を区画 k に
おける小売財に対する需要とすると、実際の販売額は需要額に対して小売業のサービス水準で表
現される供給条件を考慮にいれた形で 
  () ;
D
kk kk k pQ F pQ π =             ( 2 )  4 
 
と表す。 




















⎣⎦ ∑         ( 3 )  
ここで、σは消費財の間の代替の弾力性、njは区画 j における財の種類(バラェティ)あるいは小
売業数、qkjは区画 j で供給される各財の（k に居住するひとの）消費量である。
4  またこの消
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⎝⎠ ∑         ( 6 )  
と置けば、(5)式の需要関数は 
1 D
kj kj k k qp P y
σσ −− =          ( 7 )  
と簡略化される。 
ここで、区画 k から区画 j への移動費用を明示的に定式化する。NEG の多くの研究と同様に、
氷塊型の移動費用を仮定し、区画 k の消費者が区画 j で購買を行うときには、購入額の kj T (>1)倍の
費用が必要であると考える。すなわち、移動費用を含む価格が、 
                              
4 供給される区画が同一であれば、消費者にとって財は対称的であることを仮定している。 5 
 




kj j kj k k qp TP y
σ σ − − =         ( 8 )  
と書き換えられることになる。 
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でき、Redding and Venables (2004)の Market Access や Head and Mayer (2004)の Real Market 
Potential などと同等のものである。 
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lj l l nT
σ −
= ∑ は、区画 j とその周りに立地している
事業所数（を区画 j からの距離で割り引いたもの）を表しており、これは区画 j における小売店
舗の競争の程度を示しているものと解釈できよう。周辺の競争の程度が高ければ、各小売業の財
に対する需要は減少することが分かる。 
























       ( 1 1 )  





慮した(2)式に入れることで、改めて区画 k における小売業の販売額（関数）を 
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D





















⎣⎦ ∑           (3)’ 








kj k kj k k qz p G y
σσ σ −− =           (7)’ 















⎝⎠ ∑           (6)’ 
である。したがって、本文と同様に氷解型の移動費用を仮定し、同一都市内では区画に関係なく
所得および財価格が同一であるとすると、区画 k における一小売業者の販売量の合計は、(10)式
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と表せる。
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となる。さらに、供給側の財の特性（質）zjについては、(1)式と同様に区画 k における従業者
数(lk)と売り場面積(sk)によって規定されると仮定することで、 
( ) , kk k z gl s =            ( 1 ) ’  
と表現する。 
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  ここで移動費用に関しては、 kl d を区画 k と区画 l の地理的中心部同士の直線距離(中心部は
k=0)と定義して、Crozet (2004)や Brakman et al. (2006)らのように 
         () 00 jk jk TT d, T,
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る右辺最後の項の分母 ( ) 1
lj l nd
σ γ − ∑ あるいは(15)’の ( ) 1
ll l j l nl s d
σ γ αβ − ∑ の部分は、区画 j における
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のように特定化する。なお Rkは自地域を円形と想定した場合の半径である。また、(15)式と
(15)’式の実際の推定に当たっては、各式の最後の項の分母（価格指数）を、Brakman et al. 
(2004)  と同様に以下のようにそれぞれ簡略化する。 
()
(1 ) (1 ) (1 )
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ここで、n は総事業所数、 j l は区画 j を除く区画の事業所あたり従業者数、 j s は区画 j を除く区
画の事業所あたり売り場面積である。これは、区画 j の外側がすべて都心にあると考え、そこで
は各事業所が、従業者数を j l 、売り場面積を j s 投入しているとする仮定である。 
(15)式及び (15)’式の各パラメータは，小売販売額 p∗Q、従業者数 l、売り場面積 s（以上事
業所あたりデータ） 、人口 N、事業所数 n、区間間距離 d のデータを用いて推定することができ
る。 
３．実証分析 
３．１  データ 
対象とした都市は、三大都市圏以外の地方の政令指定都市を除く県庁所在市である。また、最
近の市町村合併の影響を排除するために、2000 年の国勢調査と 1999 年の商業統計を基準とした
町丁目単位のデータセットを作成した。ここでの町丁目がモデルの説明における区画に対応して
いる。 












３．２  推定結果 
ここでは、(15)式と(15)’式について以下の２種類のモデルを推定した。 
推定式 1： 
                              
8 たとえば岡山市の場合、2000 年 10 月時点で人口がゼロでない町丁目数は 694 ある。このことから、
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Brakman et al. (2006) の推定結果と比較すると、同程度のσに対してγが 30%程度の値となっ




表１  推定結果 
青森市  盛岡市  秋田市  山形市  福島市  水戸市   














































































2 R   0.115 0.126 0.740 0.739 0.679 0.629      0.748 0.748 0.677 0.673 
2 R   0.110 0.116 0.738 0.738 0.677 0.628      0.743 0.744 0.672 0.669 
# of obs.  299 329 461    155 190 
 
表１  推定結果（続き） 
宇都宮市  前橋市  新潟市  富山市  金沢市  福井市   
























































































2 R   0.741 0.739 0.778 0.777 0.710 0.708 0.715 0.714 0.699 0.698 0.676 0.676 
2 R   0.739 0.737 0.774 0.775 0.709 0.707 0.713 0.713 0.697 0.696 0.674 0.675 
# of obs.  410 209 760 577 535 411 12 
 
表１  推定結果（続き） 
甲府市  長野市  岐阜市  静岡市  津市  和歌山市   







    1.666 
(10.62)
     
 
 













    
 












    
 












    
 
2 R   0.725 0.722 0.831 0.832      0.758 0.757         
2 R   0.720 0.719 0.828 0.826      0.756 0.756         
# of obs.  193 198    460     
 
表１  推定結果（続き） 
鳥取市  松江市  岡山市  徳島市  高松市  松山市   






































































2 R   0.714 0.695 0.792    0.781 0781      0.780 0.730 0.745 0.745 
2 R   0.710 0.692 0.788    0.780 0.780      0.777 0.727 0.743 0.743 
# of obs.  229 329 577    205 448 13 
 
表１  推定結果（続き） 
高知市  佐賀市  長崎市  熊本市  大分市  宮崎市   

















































































2 R   0.788 0.788 0.729 0.725 0.681 0.680 0.708    0.611 0.608 0.733   
2 R   0.768 0.786 0.724 0.722 0.678 0.679 0.707    0.608 0.606 0.730   
# of obs.  260 170 346 585 380 268 
 
表１  推定結果（続き） 
鹿児島市     





    
 
















2 R   0.835 0.833     
2 R   0.832 0.832     
# of obs.  263  推定値の下括弧内の数値はｔ－値。 14 
 
表２  代替の弾力性（σ）と距離抵抗（γ） 
  青森市（推定式２）  岡山市（推定式２） 
σ  γ  σ  γ 
2.00  0.726  2.00  0.424 




4.00  0.242  4.00  0.141 
 
（参考） 










































表３  岡山市の活動分布の現状 
区画数 人口 事業所数 従業者数 売場面積
都心から3km圏内 234 139,234 2,878 16,617 342,129
40.6% 23.5% 49.9% 48.0% 41.4%
都心から3ｋｍ圏外 342 452,015 2,884 18,009 483,746
59.4% 76.5% 50.1% 52.0% 58.6%






例えば、シナリオ 2（γ=0.15）の場合は、現状と比較すると 1km 移動するためのコストが 66%に、






の販売額増加率は最大で 17％程度にもなる。このことは、現在の活動分布を所与として、都市内 16 
 
 
表４  都市内交通改善のシミュレーション：パラメータの設定値 
x=1 x=10 x=20
シナリオ1（現状） 0.21 1.00 1.00 1.00
シ ナ リ オ 2 0 . 1 50 . 6 60 . 5 80 . 5 5
シ ナ リ オ 3 0 . 1 00 . 4 70 . 3 60 . 3 4
















































図３は、同じシミュレーションの結果を、都心部（都心からの 3 km 圏内）と郊外部（都心から













1）郊外部（都心から 3 km 圏外）にある区画の、人口および事業所（従業者、売場面積も含
む）を、それぞれ x %、y % 減少させる。 
2）1）の減少分の合計を、都心部（都心から 3 km 圏内）にある区画に、現状の活動分布に基づ
いて比例配分する。 
3）x, y＝10, 20, 30,…と変化させ、各区画の事業所当たり販売額を算出する。 
  図４においては、(a) 人口のみが都心部にシフトする場合（y=0） 、(b) 事業所のみが都心部シ
フトする場合（x=0） 、(c) 人口，事業所が同じ割合で都心部にシフトする場合（x=y） 、の 3 つの
ケースについて、シミュレーションの結果を示している。それぞれのパネルにおいて、左側のグ
ラフは各区画の事業所当たり販売額の予測値（現状の販売額を 1 に基準化）を（横軸は都心から










図４  開発規制等による活動分布の変化が小売り販売額に与える影響 










































































































































（62.7 万人） 、熊本市（66.2 万人） 、そして新潟市（50.1 万人） 、及び、青森市（29.8 万人） 、福
島市（29.1 万人） 、宮崎市（30.6 万人）をそれぞれ比較している。 
  図５ａ、ｂにおいて、中心部から 4 km までをみると、３市の中では新潟市が最も人口の累積度
が高くコンパクト度が高いと言える。熊本市と岡山市は、中心部から 2.5 km あたりまではよく似
た人口累積度パターンを示しているが、そこから郊外に向かうに従って、岡山市の方が人口の分
散傾向が高いとみられる。5.5 km 当たりで新潟市と熊本市の人口累積割合は逆転し、8 km 当た
りで熊本市は全都市人口の 90%が居住している。この距離において他の 2 都市とでは 10 ポイント
以上の差を付けている。 
  図６ａ、ｂでは、小売販売額に関して人口分布の場合と同様に累積販売割合を示している。中
                              
10 岡山市の場合、従業者数についても郊外部の方がやや多い。表３を参照。 20 
 
心部から 1.7 km 当たりでは３市共に 40％弱の累積販売割合となっているが、1 km までは熊本市
が伸びており、1km からは岡山市が、そして 1.7 km 以遠では新潟市が累積度を伸ばしており、い
わゆる中心市街地の活性化を小売り販売額でとらえるのならば、新潟市よりも分散傾向にあった
熊本市が人口の場合とは対照的に中心部における活性化度が高いと言えよう。 
図５ａ  中心地からの距離に対する累積人口の変化 
 




図６ａ  中心地からの距離に対する累積販売額の変化 
 
 





ると、中心部から 2.5 km まではやや青森市の累積度が高いが、6 km 当たりまでは青森市と宮崎





図７  中心地からの距離に対する累積人口の変化 
 
 




























表５  人口と小売販売額で測ったコンパクト指数：６都市 
  新潟市  岡山市  熊本市  青森市  福島市  宮崎市 
CIN （人口）  3.33  2.95  3.03  4.33  3.42  4.18 










































































































































































を２とすれば、距離抵抗のパラメータは 0.2～0.7 の間になる。その平均値は 0.41 である。 
推定された構造方程式のパラメータを用いて、都市内交通の改善がもたらす影響と開発規制等
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